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【単位 ： 千円，％】

歳 入 歳 出 差 引 予 算 額 ※ 執行額※ 執行率

12,126,489 11,870,526 255,963 12,947 243,016 11,677,185 4,403,889 37.7

国 民 健 康 保 険 2,280,311 2,265,256 15,055 0 15,055 2,318,521 826,025 35.6

交通災害共済事業 1,625 1,226 399 0 399 1,996 58 2.9

地 方 卸 売 市 場 515 380 135 0 135 592 83 14.0

介 護 保 険 2,216,692 2,209,836 6,856 0 6,856 2,305,840 916,008 39.7

後期高齢者医療保険 248,849 248,088 761 0 761 262,479 74,838 28.5

計 4,747,992 4,724,786 23,206 0 23,206 4,889,428 1,817,012 37.2

16,874,481 16,595,312 279,169 12,947 266,222 16,566,613 6,220,901 37.6

※令和4年度予算額執行額は令和4年9月30日現在

【単位 ： 千円，％】 

予 算 額 ※ 執 行 額 ※ 執 行 率

336,021 110,658 32.9

総 務 費 297 0 0.0

民 生 費 102,887 37,235 36.2
衛 生 費 - - -
農 林 水 産 業 費 4,217 0 0.0
商 工 費 - - -
土 木 費 218,391 72,033 33.0
消 防 費 - - -

教 育 費 10,229 1,390 13.6

災 害 復 旧 費 - - -

※令和4年度繰越明許費執行額は令和4年9月30日現在

ま　　え　　が　　き

    また、令和３年度の特別会計決算額は、歳入4,747,992千円、歳出4,724,786千円で、
実質収支額は、23,206千円の黒字となりました。

   令和３年度の一般会計決算額は、歳入12,126,489千円、歳出11,870,526千円で、この
うち翌年度へ繰り越すべき財源12,947千円を差し引いた実質収支額は、243,016千円の
黒字となりました。

   一方、令和４年度の一般会計予算額（令和４年9月30日現在）は、5回の補正を含めて
11,677,185千円、特別会計予算額は、2回の補正を含めて4,889,428千円であり、執行率
は一般会計37.7％、特別会計37.2％となっています。

一 般 会 計

一 般 会 計

令和３年度決算及び令和４年度予算の執行状況

令和３年度決算額 令和４年度予算額

令和４年度繰越明許費執行状況
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繰越明許費とは・・・ 
 繰越明許費… 
何らかの事由に基づき、年度内に支出が終
わらない見込みのあるものについて翌年度
に繰り越して使用することができる経費 
   
   



❏令和４年度一般会計予算の状況　（９月追加補正後）

地方交付税 

4,604,288 

39.4% 

国庫支出金 

2,046,030 

17.6% 

市税 

1,435,485 

12.3% 

県支出金 

1,037,918 

8.9% 

市債 

623,610 

5.4% 

繰入金 

592,979 

5.1% 

その他 

1,336,875 

11.3% 

民生費 

3,682,821 

31.5% 

総務費 

2,107,835 

18.0% 
公債費 

1,200,114 

10.3% 

衛生費 

1,181,449 

10.1% 

農林水産業費 

968,773 

8.3% 

教育費 

834,659 

7.1% 

その他 

1,701,534 

14.7% 

 歳入（内側） 

   歳出（外側） 

 （9月追加補正予算後） 

11,677,185千円 

歳入その他の内訳 【単位 ：千円，％】 

区　　分 総　　額 構成比

地 方 消 費 税 交 付 金 308,138 2.6
繰 越 金 243,016 2.1
寄 附 金 201,501 1.7
諸 収 入 193,764 1.7

使 用 料 及 び 手 数 料 167,810 1.4

地 方 譲 与 税 142,308 1.2

財 産 収 入 31,298 0.3
分 担 金 及 び 負 担 金 19,804 0.2
法 人 事 業 税 交 付 金 12,989 0.1
地 方 特 例 交 付 金 4,882 0.0
環 境 性 能 割 交 付 金 3,708 0.0
配 当 割 交 付 金 2,989 0.0

株式等譲渡所得割交付金 2,718 0.0
交通安全対策特別交付金 1,578 0.0

利 子 割 交 付 金 372 0.0

そ の 他 計 1,336,875 11.3

歳出その他の内訳 【単位 ：千円，％】 

区　　分 総　　額 構成比
土 木 費 722,331 6.2
消 防 費 408,272 3.5
商 工 費 368,238 3.2
議 会 費 116,865 1.0
予 備 費 66,041 0.6

災 害 復 旧 費 19,787 0.2

そ の 他 計 1,701,534 14.7

内訳 【単位：千円】

区　　分 総　　額

普 通 交 付 税 4,106,318
特 別 交 付 税 497,970

合 計 4,604,288

内訳 【単位：千円】

区　　分 総　　額

固 定 資 産 税 627,884
市 民 税 583,155

市 た ば こ 税 125,056
軽 自 動 車 税 76,450

都 市 計 画 税 22,940

合 計 1,435,485

財源比率
財 源 比 率 総 額 比 率

自 主 財 源 2,885,657 24.7
依 存 財 源 8,791,528 75.3

合 計 11,677,185 100.0

【単位：千円，％】



❏令和３年度一般会計決算の状況

■歳入分析　決算額（12,126,489千円）

■歳出（目的別）分析　決算額（11,870,526千円）

地方交付税 
4,797,433 

39.6% 

国庫支出金 
2,353,058 

19.4% 

市税 
1,409,786 

11.6% 

県支出金 
877,433 

7.2% 

市債 
701,394 

5.8% 

繰越金 
446,233 

3.7% 

その他 
1,541,152 

12.7% 

民生費 

3,884,945 
32.7% 

総務費 

2,470,750 
20.8% 

公債費 

1,144,645 
9.6% 

衛生費 

1,032,177 
8.7% 

教育費 

928,992 
7.8% 

農林水産業費 
716,854 

6.0% 

その他 

1,692,163 
14.4% 

歳出 【単位 ：千円，％】 

区　　分 総　　額 構成比
民 生 費 3,884,945 32.7

総 務 費 2,470,750 20.8

公 債 費 1,144,645 9.6
衛 生 費 1,032,177 8.7
教 育 費 928,992 7.8

農 林 水 産 業 費 716,854 6.0

そ の 他 1,692,163 14.4
合 計 11,870,526 100.0

歳出その他の内訳（目的別）
区　　分 総　　額 構成比

土 木 費 662,507 5.6
消 防 費 396,127 3.4
商 工 費 394,097 3.3

災 害 復 旧 費 123,553 1.1
議 会 費 108,599 0.9
労 働 費 7,280 0.1

そ の 他 計 1,692,163 14.4

歳入 【単位 ：千円，％】 

区　　分 総　　額 構成比
地 方 交 付 税 4,797,433 39.6

国 庫 支 出 金 2,353,058 19.4
市 税 1,409,786 11.6

県 支 出 金 877,433 7.2
市 債 701,394 5.8

繰 越 金 446,233 3.7

そ の 他 1,541,152 12.7
合 計 12,126,489 100.0

歳入その他の内訳
区　　分 総　　額 構成比

繰 入 金 391,573 3.2
地 方 消 費 税 交 付 金 357,047 3.0

寄 附 金 216,370 1.8
諸 収 入 176,704 1.5

使 用 料 及 び 手 数 料 167,796 1.4
地 方 譲 与 税 106,442 0.9

分 担 金 及 び 負 担 金 38,597 0.3
財 産 収 入 31,554 0.3

地 方 特 例 交 付 金 26,665 0.2
法 人 事 業 税 交 付 金 12,291 0.1
環 境 性 能 割 交 付 金 5,467 0.0

株式等譲渡所得割交付金 4,831 0.0
配 当 割 交 付 金 3,488 0.0

交通安全対策特別交付金 1,487 0.0
利 子 割 交 付 金 840 0.0

そ の 他 計 1,541,152 12.7

地方交付税の内訳（上記） 【単位：千円】

区　　　分 総　　額
普 通 交 付 税 4,260,274
特 別 交 付 税 537,159

合 計 4,797,433

市税の内訳（上記） 【単位：千円】

区　　　分 総　　額
市 民 税 596,399

固 定 資 産 税 584,031
市 た ば こ 税 131,787

軽 自 動 車 税 75,493
都 市 計 画 税 22,076

合 計 1,409,786



【　普　通　会　計　】

❏令和３年度決算と令和４年度予算の性質別経費の状況

※令和３年度決算額については地方財政状況調査の数値を使用 

扶助費 

2,637,788 

22.2% 

補助費等 

1,821,422 

15.4% 

人件費 

1,814,014 

15.3% 

物件費 

1,166,404 

9.8% 

公債費 

1,144,645 

9.6% 

その他 

3,277,345 

27.7% 

扶助費 

2,401,191 

20.6% 

補助費等 

2,107,175 

18.0% 

人件費 

1,962,481 

16.8% 

物件費 

1,226,898 

10.5% 

公債費 

1,200,114 

10.3% 

その他 

2,779,326 

23.8% 

≪内  側≫ 
令和３年度決算 

11,861,618千円 

   
≪外  側≫ 

令和４年度予算 
11,677,185千円 

令和３年度決算と令和４年度予算の性質別経費の状況

区   分 令和３年度決算 構成比 令和４年度予算 構成比 比較
扶 助 費 2,637,788 22.2 2,401,191 20.6 -9.0

補 助 費 等 1,821,422 15.4 2,107,175 18.0 15.7
人 件 費 1,814,014 15.3 1,962,481 16.8 8.2
物 件 費 1,166,404 9.8 1,226,898 10.5 5.2
公 債 費 1,144,645 9.6 1,200,114 10.3 4.8

そ の 他 3,277,345 27.7 2,779,326 23.8 -15.2

合　　　計 11,861,618 100.0 11,677,185 100.0 -1.6

令和３年度決算と令和４年度予算の性質別経費のその他状況
区   分 令和３年度決算 構成比 令和４年度予算 構成比 比較

普 通 建 設 事 業 費 1,091,873 9.2 986,395 8.4 2.7
繰 出 金 956,606 8.1 992,192 8.5 3.7
積 立 金 876,760 7.4 351,798 2.9 -59.9

災 害 復 旧 事 業 費 123,553 1.0 19,787 0.2 -84.0
貸 付 金 101,361 0.9 113,990 1.0 12.5

維 持 補 修 費 89,570 0.8 206,768 1.8 130.8
投 資 及 び 出 資 金 37,622 0.3 42,355 0.4 12.6

予 備 費 0 0.0 66,041 0.6 100.0

そ の 他 計 3,277,345 27.7 2,779,326 23.8 -15.2

【単位：千円,％】

【単位：千円,％】



❏平成２６年度市税の内訳令和３年度市税の内訳

❏令和３年度決算に伴う市民１人当りの公債費負担額
14,725 人（令和４年１月１日現在） 【単位 ： 円】  

❏市民1人当りの歳出額及び税負担額の年度別比較

住民基本台帳人口

0

500,000

1,000,000

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

92,024 93,822 94,880 95,741 

693,123 694,486 
846,115 806,148 

税負担額 歳出額 

固定資産税 

58,431 

41.4% 

市民税 

596,399 

42.3% 

市たばこ税 

131,787 

9.3% 

軽自動車税 

75,493 

5.4% 

都市計画税 

22,076 

1.6% 
市民税 

固定資産税 

市たばこ税 

軽自動車税 

都市計画税 

74,457 

80,267 

77,749 77,735 

70,000

75,000

80,000

85,000

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

【単位：千円，％】

区 分 決 算 額 構 成 比

市 民 税 584,031 41.4
固 定 資 産 税 596,399 42.3
市 た ば こ 税 131,787 9.3
軽 自 動 車 税 75,493 5.4
都 市 計 画 税 22,076 1.6

合 計 1,409,786 100.0

【単位 ： 円】

年 度 歳 出 額 税 負 担額
平 成 30 年 度 693,123 92,024
令 和 元 年 度 694,486 93,822
令 和 ２ 年 度 846,115 94,880
令 和 ３ 年 度 806,148 95,741



一時借入金残高（令和4年9月30日現在）

市有財産等の残高（令和4年3月31現在）

建 物

令和３年度地方債現在高（令和4年5月31日現在）

土 地 面積 7,685,547.21 ㎡

行 政 財 産 面積 2,716,132.64 ㎡

普 通 財 産 面積 4,969,414.57 ㎡

建 物 面積 129,794.34 ㎡

行 政 財 産 面積 122,553.78 ㎡

普 通 財 産 面積 7,240.56 ㎡

45,834 千円

835,551 千円

車 両 53 台

そ の 他 238 個

311,849 千円

3,653,626 千円基　金

有価証券（株券）

出　資　金

重　要
物　品

債　権

【単位：千円】  

地 方 債 現 在 高 9,455,320

【単位：千円】  

0

0

3,000,000

借 入 残 高

借 入 限 度 額

借 入 累 計 金 額



❏財政主要指数の年度別比較

●　将来負担比率　【単位：％】（健全化判断比率）

年 度
30年度
元年度
２年度
３年度

●　地方債残高　【単位：千円，％】（決算統計）

年 度
30年度
元年度
２年度
３年度

●　基金残高　【単位：千円，％】（決算統計）

年 度
30年度
元年度
２年度
３年度

●　公債費　【単位：千円，％】（決算統計）

年 度
30年度
元年度
２年度
３年度

年 度
23年度
24年度
25年度

●　経常収支比率　【単位：％】（決算統計）

年 度 西 之 表 市 県 下 19 市 平 均 比 較

30年度 93.5 92.3
元年度 92.0 93.2
２年度 89.2 91.8
３年度 86.9 86.2

●　実質公債費比率　【単位：％】（健全化判断比率）

年 度 西 之 表 市 県 下 19 市 平 均 比 較

30年度 9.4 8.0
元年度 9.8 8.0
２年度 10.0 8.1
３年度 9.7 8.1

●　将来負担比率　【単位：％】（健全化判断比率）

年 度 西 之 表 市 県 下 19 市 平 均 比 較

30年度 45.9 12.0
元年度 22.8 8.8
２年度 15.8 5.2
３年度 1.7 -9.9

●　地方債残高　【単位：千円，％】（決算統計）

年 度 西 之 表 市 一 人 当 た り 県 下 19 市 平 均 一人当た り 平均 比 較

30年度 10,582,962 686 39,050,134 509
元年度 10,173,480 671 38,922,215 511
２年度 9,859,047 659 38,439,709 508

３年度 9,455,320 642 38,111,192 507

●　基金残高　【単位：千円，％】（決算統計）

年 度 西 之 表 市 一 人 当 た り 県 下 19 市 平 均 一人当た り 平均 比 較

30年度 3,048,558 198 12,326,070 161
元年度 3,225,132 213 11,824,492 155
２年度 3,128,171 209 11,710,166 155
３年度 3,632,626 247 13,112,333 174

●　公債費　【単位：千円，％】（決算統計）

年 度 西 之 表 市 一 人 当 た り 県 下 19 市 平 均 一人当た り 平均 比 較

30年度 1,149,244 74 4,068,267 65

元年度 1,217,811 80 4,079,136 65
２年度 1,162,966 78 4,045,704 66
３年度 1,144,645 78 4,173,367 68

　将来返済が必要な自治体の借金の総額が、収入の何倍に相当するかを示した割合。比率が低いほど
よい。令和３年度は、地方債残高の減少や基金残高の増加等により良化している。

　地方債は、資金の借入れ（借金）によって負う債務で、その返済が一会計年度を超えるもの。一人
当たりの比較で低いほどよい。令和３年度も、償還額以上の借入を行わなかったため減少した。

　基金は、財政調整基金や減債基金、特目基金など一般家庭でいう貯金にあたる。一人当たりの比較
で高いほどよい。今後もより一層の計画的な積み立てが求められる。

　借入れに係る毎年の返済金。一人当たりの比較で低いほどよい。

　市税や地方交付税など使い道が自由な一般財源に対する、必ず支出しなければならない経費の割
合。比率が低いほどよい。令和３年度は普通交付税等経常一般財源の増や臨時一般財源充当額の増に
より良化している。

　自治体の実質的な借金が財政規模に占める割合。比率が低いほどよい。元金償還金の減少や普通交
付税の増額等により標準財政規模が増加し、良化している。

※上記の県下19市平均及び一人当たり平均は、決算統計及び健全化判断比率の公表（速報値）によ
る財政係で独自に分析した数値です。 


